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「民法（債権関係）の改正に関する中間的な論点整理」に対する意見書の要旨

論点 要旨

第１　債権の目的

善管注意義務（民法４００条），種類物債権の目的物の品質，目的物の特定
に関する現行法を維持する。
法定利率について変動利率を導入し，遅延損害金の利率については法定利率
より高くする。中間利息控除については長期間の変動を平準化したもの（例
えば過去４０年分の平均）とする。

第２　履行請求権等
債権の効果として請求力・訴求力といった基本的権能が認められることを確
認する規定を置くことには賛成するが，追完請求権の明定については慎重に
検討する。

第３　債務不履行による損害賠償，
第５　解除，第６　危険負担

「帰責根拠を契約の拘束力に求め，契約において引き受けていない事由を免
責事由とし，損害賠償の範囲を予見可能ルールで定め，解除につき債務者の
帰責事由を不要とし，その結果，危険負担の規定を廃止し解除に一元化す
る」という改正案は採用しない。基本的には伝統的な判例実務を具体化すべ
きである。

第４　賠償額の予定
予定された賠償額が不当に過大又は過小であった場合に，裁判所がその額を
減額又は増額することができる旨を明文化する。

第７　受領遅滞
判例・学説が認める受領遅滞の効果（同時履行の抗弁権の消滅，特定物引渡
の注意義務軽減，増加費用の負担，目的物滅失等の場合の危険移転）を法文
化する。

第８　債務不履行に関連する新規規定 追完権は規定しない。代償請求権については慎重に検討する。

第９　債権者代位権
債権者代位を本来型と転用型の２つに区分し，本来型については事実上の優
先弁済機能を一定の限度額で認める。代位された債権を巡る代位債権者と債
務者の関係を明確にする。

第１０　詐害行為取消権
事実上の優先弁済機能を一定の限度額で認める。
破産法の否認権と要件の統一を図るという考え方は今回は採用しない。責任
説についても検討の余地がある。

第１１　多数当事者の債権及び債務
（保証債務を除く。）

連帯債務の絶対効の見直しについては，慎重に検討する。
連帯の免除について，無資力の他の連帯債務者が弁済することができない部
分のうち，連帯の免除を得た者が負担すべき部分は，債権者が負担するとの
民法４４５条は，これを削除することに賛成する。

第１２　保証債務

保証契約締結の際に，債権者に，保証の意味の十分な説明等を義務付ける方
向性に賛成する。催告の抗弁の規定は維持すべきである。
現行の貸金等根保証契約の規定の適用範囲を，根保証全般に及ぼす方向で検
討すべきである。
保証人保護の規定を充実させる。個人保証の制度については抜本的な議論を
行う。

第１３　債権譲渡

譲渡禁止特約につき譲受人が悪意である場合には，特約を譲受人に対抗でき
るとの現行法の枠組みは維持することに賛成する。
譲渡人につき倒産手続の開始決定があったときは，債務者は譲渡禁止特約を
譲受人に対抗できないとの考え方には基本的に反対する。
債権譲渡の対抗要件としては，通知・承諾の制度を基本的に維持しつつ，判
例理論を法文化するべきである。金銭債権譲渡について債権譲渡登記に一元
化する提案には強く反対。

第１５　債務引受
債務引受（併存的債務引受，免責的債務引受）の要件，効果につき，明文化
する。

第１６　契約上の地位の移転
契約上の地位の移転の要件，効果につき，明文化する。対抗要件について
は，契約・権利の内容に応じた個別の規定を設ける。

第１７　弁済
第三者による弁済と法定代位の関係，「債権の準占有者」の概念，代物弁済
の要件・効果，弁済の提供の効果については明確化すべきである。

第１８　相殺

第三者による相殺は導入すべきでない。相殺の遡及効，時効消滅した債権に
よる相殺は否定すべきでない。
差押と相殺，債権譲渡と相殺については無制限説を基本に検討すべきであ
る。

第１９　更改，第２０免除及び混同
更改の要件は明確化すべきである。
免除は契約とせず，単独行為のままとすべきである。利益を受ける者の意思
の尊重については，遡求的に効力を否定する方向で検討すべきである。

第２１　新たな債権消滅原因に関する法的概
念

いわゆるCCPに関する規定は，特別法において検討することとし，民法には規
定しない。

第２２　契約に関する基本原則等，
第２３　契約交渉段階

契約自由の原則の法文化には賛成する。原始的に不能な契約を法的に有効と
規定することかは慎重に検討すべきである。
契約交渉の不当破棄，契約交渉過程における説明義務，情報提供義務等の判
例を明文化するべきである。

第２４　申込みと承諾 申込みと承諾に関する規定を整備する。

第２５　懸賞広告 懸賞広告について現行法の規定を改める必要はない。

第２７　約款

情報力，交渉力において劣位する者の不利益にならないよう，約款規定を設
ける。定義は契約のひな形を含む広い案には慎重。個別交渉があった場合に
当然に契約の内容とする考え方には反対。不意打ち条項は契約内容としな
い。約款の変更の要件等に関しさらに検討。

第２８　法律行為に関する通則，
第３７　契約各則－共通論点

「法律行為」概念の維持，「暴利行為」の明文化に賛成する。
強行規定と任意規定，強行規定に反する法律行為の効力について，明確にす
ることに賛成する。

第２９　意思能力
意思能力を欠く状態で行われた法律行為の効力について明文化する。
その効果は無効とすべきであり，取消とする考え方は採用しない。
意思能力の定義を事理弁識能力と定める。



論点 要旨

第３０　意思表示

第三者保護規定が欠けている心裡留保・錯誤について規定を整備するととも
に，既存のものについても一貫性を考慮して規定を検討する。
民法９４条２項の類推適用の法理を明文化する方向で更に検討する。
不実表示について消費者への逆適用を排除する手当をした上で，民法に一般
法化して取り入れる。

第３１　不当条項規制
契約一般に適用される不当条項について規定する。個別交渉によるものや，
契約の中心部分でも適用除外は認めない。

第３２　無効及び取消し

相対的無効（取消的無効）の概念を規定する。一部無効や複数の法律行為の
うち１つの無効について，例外的に全体が無効になる場合を規定する。無効
行為の転換や追認は認めない。取消権に関しては基本的に現行法を維持しつ
つ，抗弁権の永続性についての規定を新設する。

第３３　代理

制限行為能力者の代理権の範囲を限定する。復代理人の選任の要件を緩和す
る方向で検討する。利益相反行為の規定を拡張する方向で検討する。表見代
理の要件を明確化する。表見代理の重畳適用や，無権代理と相続といった典
型問題に関する明文規定を置く。

第３４　条件及び期限 条件・期限について，判例を考え方を踏まえて明確に規定する。

第３５　期間の計算
「期間の計算」は法の適用に関する通則法に定めを置くべきではなく，民法
に定めを置くべきである。

第３６　消滅時効

「原則的な時効期間を５年ないし３年に短縮し，時効の起算点に主観的起算
点を採用し，当事者間の交渉・協議を新たな時効障害事由とし，当事者間の
合意で法律の規定と異なる時効期間や起算点を自由に定めることを許容し，
時効援用の効果を履行拒絶権とする」という改正案は採用しない。原則的な
時効期間は１０年，時効の起算点を客観的起算点とする現行法を維持すべき
である。

第３８売買総則～４１買戻

瑕疵担保責任を債務不履行責任構成とし，「瑕疵」の内容を明確化するとと
もに，「隠れた」という要件を削除する。個々の規定の見直しをする。救済
方法の整備を行う。買主の受領義務は認めない。買戻については実務上利用
が可能となるよう柔軟に任意法規化する。

第４３　贈与

要式契約化，要物契約化，書面によらない贈与の「書面」要件の厳格化につ
いては，いずれも反対する。
背信行為を理由とする撤回等は認めるが，死因贈与については，相続法の見
直しと合わせて検討すべきである。

第４４　消費貸借
従来の要物契約を改めることは慎重に検討する。
諾成契約とする場合には，目的物交付前の撤回権を認める。
抗弁の接続の規定については，趣旨には賛成するが，消費者法に設ける。

第４５　賃貸借

現行の判例実務に従い，賃貸人たる地位の移転・敷金の承継・賃貸借に基づ
く妨害排除請求権・信頼関係破壊法理に関する規定を置く。目的物が一部利
用できない場合に賃料を当然減額とはしないが，滅失の場合には当然終了と
する。
適法な転貸借がされた場合の転借人との法律関係について整備する。

第４６　使用貸借
基本的に現行法にそって明確化する。終了事由については，無償契約である
ことに鑑み，若干拡張する。

第４８　請負
現行法の請負の範囲を維持する。仕事完成が不可能になった場合には，危険
負担や債務不履行の一般規定で対応する。下請負人の直接請求権は規定しな
い。

第４９　委任，
第５０　準委任に代わる役務提供型契約の受
皿規定

有償委任に基づく事務の処理が不可能になった場合の報酬請求について，現
行民法における帰責性概念を維持し，危険負担法理及び債務不履行法理によ
り処理するべきである。
準委任に代わる役務提供型契約の受皿規定の設置は反対する。

第５１　雇用
民法と労働契約法との関係について現状を維持する。雇用契約の箇所に，安
全配慮義務，解雇権濫用の法理や，ノーワークノーぺイの原則の明文規定を
置くこととはしない。

第５２　寄託

諾成契約として規定する。ただし，寄託者は，引渡し前であれば費用を償還
することで自由に解除することができることとする。
流動性預金口座に関する規定については，はたして民法において規定すべき
か疑問がある。

第５３　組合
組合の債権及び債務について，通説的な理解に基づき，規定を明確化する方
向に基本的に賛成する。

第５５　和解 現行法通り和解を諾成契約とすべきである。書面契約は要求しない。

第５６　新種の契約
ファイナンス・リースを新たな典型契約とすることについては慎重に検討す
るべきである。

第５７　事情変更の原則
明文化には賛成する。ただし，濫用の危険に留意しつつ，要件・効果を更に
検討する。

第５８　不安の抗弁権
明文化には賛成する。ただし，濫用の危険性に配慮し，適用されるのを先履
行義務を負う場合に限定するほか要件を厳格にし，効果も履行拒絶を認める
ことにとどめるなど，限定的に規定する。

第６０　継続的契約
継続的契約には様々な類型があることに留意して，最大公約数的な規定とす
るべきである。

第６１　法定債権に関する規定に与える影響
仮に民法４１６条の改正がされるとしても，法定債権については別途議論す
るべきである。

第６２　消費者・事業者に関する規定
消費者・事業者の概念を規定することには賛成するが，消費者契約の特則及
び事業者に関する特則は取り込まず，従来通り特別法で対応する。

第６３　規定の配置 基本的に現行法の配置を維持する。


